	２０　　年（仲）第　　号事件
申立人　：

被申立人：　
仲 裁 答 弁 書

　　　　　２０　　年　　月　　日

日本知的財産仲裁センター　御中

１　被申立人
住所（居所）

電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス
氏名（名称）
（代表者）　　　　　　　　印（注１）
２　被申立人代理人（注２）
住所（居所）
電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス

氏名　　　　　　　　　　　印

４　申立ての趣旨に対する答弁（注３）
５　申立ての理由に対する認否（注４）
６　被申立人の主張（注５）
７　添付書類又は添付物件の目録（注６）
（１）仲裁答弁書　　　　写し４通　
（２）証拠書類　　　　　１通，写し４通（注７）

（３）委任状　　　　　　１通（注８）


（注1） 当事者が法人の場合は，代表者名を記載する。代理人がいる場合は印は不要である。

（注2） 代理人がいる場合にのみ記載する。連絡場所を記載すること。

（注3） 「申立ての趣旨に対する答弁」は，申立ての趣旨に対して被申立人が求める仲裁判断の主文を記載する。

（記載例）

（１）「１　被申立人の請求を棄却する。

　　　　２　仲裁費用は被申立人の負担とする。
との仲裁判断を求める。」

（注4） 「申立ての理由に対する認否」では，申立書記載の「申立ての理由」の項目ごとにその認否を「認める」，「認めない（否認）」，「知らない（不知）」のいずれかで行う。否認の場合は，その理由を本項または「被申立人の主張」の項に記載する。　

（注5） 「被申立人の主張」は，「申立ての理由に対する認否」のほかに積極的に主張したい事実及び議論があるときに記載する。
（注6） 訴訟の訴状・答弁書・準備書面にならって，証拠方法，附属書類に分けて両者を記載してもよい。
（注７）　証拠書類　１通，写し４通
乙第１号証　○○○○

乙第２号証　○○○○

のように番号と名称で特定する。

写しの通数は申立人と仲裁人の数の合計数で，申立人１，仲裁人３のときは４になる（電子ファイルを当センターが指定するオンラインストレージにアップロードする方法により仲裁答弁書や証拠を提出する場合には，写しの通数の記載は必要ありません。）。

必要な場合は，証拠目録（標目，作成年月日，作成者，立証趣旨等を記載）も提出すること。

（注８）　例．代理人が２人の場合：　１枚の委任状に２人の代理人を記載しているときは１通となり，代理人ごとに個別の委任状があるときは各１通（計２通）となる。
